
平成17年９月期　第３四半期財務・業績の概況（個別）

 平成17年8月11日

上場会社名　　株式会社サイバーエージェント　　　　　　（コード番号 : 4751 東証マザーズ）

（ＵＲＬ　 http://www.cyberagent.co.jp/）

問合せ先　　代表取締役社長　　　藤田　晋　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ:（03）5459－0202　　　　

　　　　　　取締役経営本部長　　中山　豪

 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

 　 ①四半期財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　:　中間財務諸表作成基準

　②最近事業年度からの会計処理方法の変更の有無　　:　無

 　 ③会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　:　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の

扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続を

受けております。

２. 平成17年9月期第３四半期財務・業績の概況（平成16年10月1日～平成17年6月30日）

  (1)経営成績の進捗状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円未満切捨て）

 売上高 営業利益 経常利益 
四半期（当期）
純　　利　　益

 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％   百万円 ％  

 17年9月期第３四半期 14,981 66.5 △352 － △323 － 1,168 △56.6

 16年9月期第３四半期 8,996 46.7 △65 － △37 － 2,689 －

 (参考)16年9月期 12,776 51.4 △156 － △115 － 2,664 －

１株当たり四半期
（当期）純利益

 円 銭  

 17年9月期第３四半期 3,586 16

 16年9月期第３四半期 16,747 71

 (参考)16年9月期 16,555 78

 　（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。

  (2)財政状態の変動状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 （百万円未満切捨て） 

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年9月期第３四半期 20,392 16,639 81.6 50,848 01

16年9月期第３四半期 17,551 15,457 88.1 95,714 18

(参考)16年9月期 20,142 16,850 83.7 103,897 95

 

３. 平成17年9月期の業績予想（平成16年10月１日～平成17年9月30日）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金 

中間 期末

 通　　期
百万円

19,000

百万円

△400

百万円

600

円

 

銭  

―

円

950

銭  

00 

円

950

銭  

00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）：1,833円 56銭

 　 ※平成17年11月18日付をもって株式分割を行いますが、１株当たり予想当期純利益の計算には、平成17年6月末日の

　発行済株式数（自己株式控除後）327,232株を使用しております。

※１株当たり年間配当金の計算には、平成17年11月18日付をもって実施する株式分割は考慮しておりません。

注）1.業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、リスクや不確定な要素等

の要因が含まれており、実際の成果や業績等は記載の予想とは異なる可能性があります。

　　2.上記予想に関する事項については、第３四半期財務・業績の概況（連結）4ページをご参照ください。
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【参考】業績の概況（四半期）

 （単位：百万円）

平成17年9月期
第１四半期

平成17年9月期
第２四半期

平成17年9月期
第３四半期

平成17年9月期
第４四半期

売上高 4,237 5,046 5,696  

営業利益 △188 △138 △24  

経常利益 △220 △84 △19  

四半期（当期）純利益 236 1,044 △111  

総資産 19,514 20,275 20,392  

株主資本 16,323 16,778 16,639  

平成16年9月期
第１四半期

平成16年9月期
第２四半期

平成16年9月期
第３四半期

平成16年9月期
第４四半期

売上高 2,455 3,118 3,422 3,779

営業利益 △132 51 15 △91

経常利益 △127 64 25 △78

四半期（当期）純利益 897 1,708 84 △25

総資産 15,312 17,342 17,551 20,142

株主資本 13,687 15,243 15,457 16,850
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個別財務諸表

①　四半期貸借対照表

 （単位：千円）

科目

当第３四半期会計期間末
（平成17年6月30日現在）

前第３四半期会計期間末
（平成16年6月30日現在）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成16年9月30日現在）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 6,780,919 5,225,492 5,028,718

２．受取手形 64,578 48,328 64,307

３．売掛金 2,699,292 1,663,903 1,946,516

４．有価証券 1,017,048 3,612,734 3,161,507

５．棚卸資産 52,444 13,675 35,957

６．営業投資有価証券 ※３ 472,434 ― ―

７．その他 1,098,142 649,087 793,084

貸倒引当金 △55,561 △24,727 △26,165

流動資産合計 12,129,299 59.5 11,188,493 63.7 11,003,926 54.6

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１ 652,054 3.2 161,609 0.9 200,146 1.0

２．無形固定資産 660,265 3.2 342,105 2.0 440,778 2.2

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 3,524,977 3,041,251 5,270,570

(2）関係会社株式 2,239,507 2,087,332 2,387,333

(3）敷金・保証金 552,437 296,879 353,417

(4）その他 640,723 438,701 490,826

貸倒引当金 △7,056 △4,395 △4,752

投資その他の資産合
計

6,950,590 34.1 5,859,768 33.4 8,497,395 42.2

固定資産合計 8,262,910 40.5 6,363,483 36.3 9,138,320 45.4

資産合計 20,392,210 100.0 17,551,976 100.0 20,142,247 100.0
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 （単位：千円）

科目

当第３四半期会計期間末
（平成17年6月30日現在）

前第３四半期会計期間末
（平成16年6月30日現在）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成16年9月30日現在）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 1,698,365 1,070,946 1,182,881

２．ポイント引当金 55,602 10,431 21,219

３．その他 ※２ 1,584,640 531,460 734,153

流動負債合計 3,338,608 16.4 1,612,838 9.2 1,938,253 9.6

Ⅱ　固定負債

１．繰延税金負債 414,506 481,681 1,353,305

固定負債合計 414,506 2.0 481,681 2.7 1,353,305 6.7

負債合計 3,753,115 18.4 2,094,519 11.9 3,291,558 16.3

（資本の部）

Ⅰ　資本金 6,584,841 32.3 6,551,100 37.3 6,551,100 32.5

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 1,671,516 1,637,775 1,637,775

２．その他資本剰余金

(1）資本金及び資本準備
金減少差益

4,167,932 4,167,932 4,167,932

(2）自己株式処分差益 77,709 43,346 61,081

資本剰余金合計 5,917,157 29.0 5,849,053 33.3 5,866,788 29.2

Ⅲ　利益剰余金

１．四半期（当期）未処
分利益

3,605,769 2,689,878 2,664,296

利益剰余金合計 3,605,769 17.7 2,689,878 15.4 2,664,296 13.2

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

540,846 2.6 493,520 2.8 1,834,433 9.1

Ⅴ　自己株式 △9,520 △0.0 △126,094 △0.7 △65,930 △0.3

資本合計 16,639,094 81.6 15,457,457 88.1 16,850,688 83.7

負債・資本合計 20,392,210 100.0 17,551,976 100.0 20,142,247 100.0
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②　四半期損益計算書

（単位：千円）

科目

当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度の要約損益計算書
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ　売上高 14,981,137 100.0 8,996,854 100.0 12,776,161 100.0

Ⅱ　売上原価 11,064,589 73.9 6,485,635 72.1 9,252,720 72.4

売上総利益 3,916,547 26.1 2,511,218 27.9 3,523,440 27.6

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

4,268,907 28.5 2,577,205 28.6 3,680,432 28.8

営業利益（△損失） △352,359 △2.4 △65,987 △0.7 △156,992 △1.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 66,899 0.5 28,810 0.3 41,755 0.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 38,524 0.3 71 0.0 71 0.0

経常利益（△損失） △323,984 △2.2 △37,249 △0.4 △115,308 △0.9

Ⅵ　特別利益 ※３ 2,304,603 15.4 2,537,879 28.2 2,534,040 19.8

Ⅶ　特別損失 ※４ 711,688 4.7 63,451 0.7 93,407 0.7

税引前四半期（当期）
純利益

1,268,929 8.5 2,437,178 27.1 2,325,324 18.2

法人税、住民税及び
事業税

100,398 0.7 △252,699 △2.8 △338,972 △2.7

四半期（当期）純利益 1,168,531 7.8 2,689,878 29.9 2,664,296 20.9

前期繰越利益 2,437,237 ― ―

四半期（当期）未処分
利益

3,605,769 2,689,878 2,664,296
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項

当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1)商品

　総平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）仕掛品

　個別法による原価法を採用しており

ます。

１．資産の評価基準及び評価方法

  (1)商品

 ──────

 

(2）仕掛品

同　左

１．資産の評価基準及び評価方法

  (1)商品

──────

 

(2）仕掛品

同　左

(3）貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しております。

(3）貯蔵品

同　左

(3）貯蔵品

同　左

(4)有価証券 (4)有価証券 (4)有価証券

ａ）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

ａ）子会社株式及び関連会社株式

同　左

ａ）子会社株式及び関連会社株式

同　左

ｂ）その他有価証券（営業投資有価証

券も含む）

時価のあるもの

　第３四半期決算日の市場価格等に基

づく時価法によっております。（評価

差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法により

算出しております。）

ｂ）その他有価証券

 

時価のあるもの

同　左

ｂ）その他有価証券

 

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算出してお

ります。）

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同　左

時価のないもの

同　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は建物10～15年、工具器

具備品4～8年であります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、

ソフトウエア（自社利用）については、

社内における見込み利用期間（5年以

内）による定額法を採用しております。

営業権については、経済的耐用年数に

より、5年以内で毎期均等額を償却し

ております。

(2）無形固定資産

同　左

(2）無形固定資産

同　左

(3）長期前払費用

　均等償却をしております。

(3）長期前払費用

同　左

(3）長期前払費用

同　左
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当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため

に、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込み額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　左

(2）ポイント引当金

　ライフマイル会員等の将来のポイン

ト行使による支出に備えるため、当期

に付与したポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌期以降に利用

されると見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。

(2）ポイント引当金

同　左

(2）ポイント引当金

同　左

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められる以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

４．リース取引の処理方法

同　左

４．リース取引の処理方法

同　左

５．投資事業組合への出資金に係る会

計処理

　投資事業組合への出資金に係る会計

処理は、組合の第３四半期会計期間に

係る四半期財務諸表に基づいて、組合

の資産、負債、及び収益、費用を会社

の出資持分割合に応じて計上しており

ます。

５．

 

 ──────

５．

 

────── 

６．その他四半期財務諸表作成のため

の重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

６．その他四半期財務諸表作成のため

の重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同　左

６．その他財務諸表作成のための重要

な事項

(1）消費税等の会計処理

同　左

(2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(2）連結納税制度の適用

同　左

(2）連結納税制度の適用

　　　　　　　同　左
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注記事項

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成17年6月30日現在）

前第３四半期会計期間末
（平成16年6月30日現在）

前事業年度
（平成16年9月30日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　213,112千円 　　　　　　　　144,516千円 ――――――

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

※２　消費税等の取扱い

同　左

※２　消費税等の取扱い

――――――

 

 

※３　有価証券の所有目的の変更 

　従来、関係会社株式として表示して

おりました株式（211,800千円）、及

び投資有価証券として表示しておりま

した株式（41,250千円）につきまして

は、当第３四半期会計期間から投資育

成事業を開始し、株式の所有目的の検

討を行った結果、投資育成事業目的に

所有目的を変更し、営業投資有価証券

に振替えております。

 ※３　有価証券の所有目的の変更 

 

―――――― 

 ※３　有価証券の所有目的の変更 

 

―――――― 
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（四半期損益計算書関係）

当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 14,166千円

有価証券利息 49,310千円

受取配当金 91千円

受取利息 10,878千円

有価証券利息 1,111千円

受取配当金 8,011千円

受取利息 14,647千円

有価証券利息 5,930千円

受取配当金 9,044千円

※２　営業外費用の主要項目

貸倒引当金繰入額 3,136千円

為替差損 5,213千円

投資事業組合設立費用 30,000千円

※２　営業外費用の主要項目

 ―――――

※２　営業外費用の主要項目

 ―――――

※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 2,304,603千円 投資有価証券売却益 2,532,779千円

貸倒引当金戻入益 5,099千円

投資有価証券売却益 2,532,779千円

貸倒引当金戻入益 1,261千円

 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目

固定資産除却損

工具器具備品 864千円

営業権 135,410千円

ソフトウェア 19,924千円

原状回復費用 3,325千円

リース解約損 1,077千円

計 160,603千円

  

関係会社株式評価損 348,411千円

関係会社整理損 86,000千円

事業譲渡損 29,960千円

事業撤退損 42,222千円

支払補償損失  44,491千円

固定資産売却損 683千円

  

固定資産除却損

工具器具備品 4,745千円

営業権 16,666千円

ソフトウェア 34,559千円

計 55,970千円

  

投資有価証券売却損 5,746千円

違約金 1,050千円

固定資産除却損

工具器具備品 10,725千円

ソフトウェア 40,520千円

営業権 16,666千円

原状回復費用 6,546千円

計 74,458千円

  

固定資産売却損  

　工具器具備品 683千円

  

投資有価証券売却損 6,033千円

投資有価証券評価損 11,182千円

違約金 1,050千円

※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額

有形固定資産 70,543千円

無形固定資産 185,610千円

有形固定資産 34,246千円

無形固定資産 159,271千円

――――――
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（リース取引関係）

当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第３四半期末

残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び第３四半期末

残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相当

額

取得価額

相当額

減価償却累

計額

相当額

第３四半期

末残高相当

額

建物付属

設備

千円

1,172

千円

74

千円

1,097

工具器具

備品
103,225 9,382 93,843

ソフト

ウェア 
4,806 185 4,621

合計 109,203 9,642 99,561

取得価額

相当額

減価償却累

計額

相当額

第３四半期

末残高相当

額

車両及び

運搬具

千円

10,648

千円

7,690

千円

2,957

工具器具

備品
11,184 2,389 8,794

合計 21,832 10,080 11,752

取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

期末残高

相当額

車両及び

運搬具

千円

10,648

千円

8,578

千円

2,070

工具器具

備品
11,184 2,948 8,235

合計 21,832 11,526 10,305

２．未経過リース料第３四半期末残高

相当額

　１年内　　　　　　　17,688千円

　１年超　　　　　　　82,360千円

　合計　　 　　　　100,049千円

２．未経過リース料第３四半期末残高

相当額

　１年内　　　　　　　5,263千円

　１年超　　　　　　　6,780千円

　合計　　　　　　 12,044千円

２．未経過リース料期末残高相当額

　１年内　　　　　　　2,217千円

　１年超　　　　　　　6,219千円

　合計　　　　　　  8,436千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料　　　　7,161千円

減価償却費相当額　　6,718千円

支払利息相当額　　　　714千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料　　　　4,223千円

減価償却費相当額　　3,943千円

支払利息相当額　　　　327千円

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料　　　　5,843千円

減価償却費相当額　　5,390千円

支払利息相当額　　　　279千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　左

４．減価償却費相当額の算定方法

同　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　左

５．利息相当額の算定方法

同　左
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（有価証券関係）

 当第３四半期会計期間末（平成17年6月30日現在）

 　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

  区分
四半期貸借対照表

計　　 上　 　額
時価   差額

子会社株式 603,647 33,507,240 32,903,592

 計 603,647 33,507,240 32,903,592

 

 

 前第３四半期会計期間末（平成16年6月30日現在）

 　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

 

 前事業年度末（平成16年9月30日現在）

 　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

  区分  貸借対照表計上額 時価   差額

子会社株式 603,647 46,888,200 46,284,552

 計 603,647 46,888,200 46,285,552
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（１株当たり情報）

　四半期連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
自　平成16年10月1日
至　平成17年6月30日

前第３四半期会計期間
自　平成15年10月1日
至　平成16年6月30日

前事業年度
自　平成15年10月1日
至　平成16年9月30日

１．　株式分割について

　平成17年8月11日開催の取締役会の

決議に基づき、次のように株式分割に

よる新株式を発行いたします。

１．株式分割について

　平成16年8月10日開催の取締役会の

決議に基づき、次のように株式分割に

よる新株式を発行いたします。

１．株式分割について

　平成16年8月10日開催の取締役会の

決議に基づき、次のように株式分割に

よる新株式を発行しております。

(1）平成17年11月18日付をもって普通

株式１株を２株に分割いたします。

①　分割により増加する株式数

　平成17年9月30日最終の発行済株式

総数と同数といたします。

 （参考）平成17年6月30日現在の

　発行済株式総数         327,450株　

 　分割により増加する株式数を具体

的に明記していないのは、割当日まで

の間に新株予約権の行使により発行済

株式数が増加する可能性があり、割当

日現在の発行済株式数が確定しないた

めであります。

②　分割方法

　平成17年9月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主を対

象に、普通株式１株を２株に分割いた

します。

(2）配当起算日　　平成17年10月1日

(1）平成16年11月19日付をもって普通

株式１株を２株に分割いたします。

①　分割により増加する株式数

普通株式　162,940株

②　分割方法

　平成16年9月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主を対

象に、普通株式１株を２株に分割いた

します。

　以上により、平成16年11月19日現在

の発行済株式総数は、325,880株とな

ります。

(2）配当起算日　　平成16年10月1日

(1）平成16年11月19日付をもって普通

株式１株を２株に分割いたします。

①　分割により増加する株式数

普通株式　162,940株

②　分割方法

　平成16年9月30日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主を対

象に、普通株式１株を２株に分割いた

しました。

　以上により、平成16年11月19日現在

の発行済株式総数は、325,880株とな

りました。

(2）配当起算日　　平成16年10月1日

(3）当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとお

りとなっております。

前期（第6期）

１株当たり純資産額

82,392円57銭

１株当たり当期純利益（△純損失）

△20,278円97銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

　　当期純損失を計上しているため記

載しておりません。

当期（第7期）

１株当たり純資産額

51,948円97銭

１株当たり当期純利益

8,277円89銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

　　　　　　　　8,096円28銭
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